
消防の広域化に関するこれまでの取組

資料２



消防の広域化、連携・協力について
○「消防の連携・協力」

組織の統合に向けた調整が困難である等、実現には
なお時間を要する地域もあり、そのような地域において
は、消防事務の性質に応じて事務の一部について柔軟
に連携・協力すること

《例》・ 消防指令センターの共同運用
・ 機能強化を図るための消防用車両等の共同整備
・ 火災原因調査の共同部隊 等

⇒長官通知（市町村の消防の連携・協力の基本指針）に基づき推進

※消防の連携・協力を進めていくことで、「職員間のつな
がり、意識の共有」、「広域的に消防事務を行うことの
効果の実感」、「共同で消防事務の処理を行うという実
績の蓄積」等の広域化を実現していくための下地が作ら
れることとなる。こうしたことを契機として、消防力の
確保・充実の方策としてより有効である消防の広域化を
目指すことが適当である。

A市

B市

C町

D村

全ての消防事務を共同で行う等
（組織を統合）

都道府県

推進計画を定め、
広域化の組合せ
等を提示

消防庁
基本指針の

策定

推進計画を定め、
連携・協力の対
象となる市町村
を提示

※１
※２

消防の広域化 消防の連携・協力 事務の一部の連携
（組織は統合しない）

A市

B市

C村はしご車の共同整備

指令センター

○「消防の広域化」
二以上の市町村が消防事務

(消防団の事務を除く。)を共
同して処理することとするこ
と又は市町村が他の市町村に
消防事務を委託すること

⇒消防組織法第４章（第31条～第35
条）の規定に基づき推進

※消防の広域化は、消防体制
の整備及び確立を図ること
を旨として、行わなければ
ならない。

市町村 市町村
広域消防運営計画の作成 連携・協力の

実施計画の作成

１



消防本部数と常備化率の推移
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（昭和24,28年は、組合と単独の合計値。）

（各年４月１日現在の数値。 ただし、昭和55,60年の小規模消防本部数については、各年10月1日の数値。）
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770 752750 733732 728 726
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811807807

726724 723

（注１） （注３）（注２）

２

注１「組合消防本部」・・複数の市町村が共同で消防事務を行うために設置する一部事務組合及び
広域連合。

注２「単独消防本部」・・市町村が単独で消防事務を行っているもの。なお、他市町村から消防事
務の委託を受けている場合もある。

注３「常備化率」・・・・全国の市町村において、消防本部を設置している割合。



消防の広域化、連携・協力の歴史

○平成６年９月【第０期】
「消防広域化基本計画の策定について」（長官通知）
・消防広域化基本計画策定指針の策定
⇒都道府県に対し、消防広域化基本計画の策定を要請

○平成13年３月
「消防広域化基本計画の見直しについて」（長官通知）
・消防広域化基本計画の見直しに関する指針の策定
⇒管轄人口については、概ね10万人程度以上とすること
がひとつの目安となること

○平成18年６月【第Ⅰ期】
「消防組織法の一部を改正する法律」公布・施行

○平成18年７月
「市町村の消防の広域化に関する基本指針」告示
・「市町村の消防の広域化」を法律に初めて位置付け
・推進期限：平成25年３月31日
・都道府県は推進計画を策定し、その中で、広域化の対象
となる市町村の組合せを定める。

・消防本部の規模の目標：管轄人口30万人以上としつつ、
地域の実情を考慮

○平成30年４月【第Ⅲ期】
「市町村の消防の広域化に関する基本指針」の一部改正
・推進期限：令和６（2024）年４月１日
・都道府県は推進計画を再策定
・消防本部の規模の目標：
・全県一区（一の都道府県全体を一つの単位とした区域）で
の広域化は理想的な消防本部のあり方の一つとも言える

・管轄人口30万人以上にとらわれず、地域の実情を考慮
・小規模消防本部（管轄人口10万人未満）及び消防吏員数

100人以下の消防本部を可能な限り広域化対象市町村に指
定する方向で検討

・50人以下の消防本部（特定小規模消防本部）については原
則、広域化対象市町村に指定する方向で検討

○「市町村の消防の連携・協力に関する基本指針」の一部改正
・推進期限：令和６（2024）年４月１日
・連携・協力のうち、まずは指令センターの共同運用について
検討し、その結果を推進計画に反映させることが必要とした

○平成25年４月【第Ⅱ期】
「市町村の消防の広域化に関する基本指針」の一部改正
・推進期限：平成30年４月１日
・国、都道府県の支援を集中的に実施する「消防広域化重
点地域」の枠組みを創設

・消防本部の規模の目標：・管轄人口30万人以上にとら
われず、地域の実情を考慮

・小規模消防本部（管轄人口
10万人未満）の広域化を推進

○平成29年４月
「市町村の消防の連携・協力に関する基本指針」通知
・消防の広域化には時間を要する地域においても消防力を強化
していくため、消防事務の性質に応じて事務の一部について
柔軟に連携・協力を行う「消防の連携・協力」を推進するこ
ととした

・連携・協力の範囲の目標：原則として都道府県で一つの指令
センターとすることが望ましく、地理的な事情等によりそれ
が困難な場合であっても、できる限り広域的な範囲での共同
運用を目指すことが必要

３



消防本部数と市町村数の推移
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【注】
・４月１日現在の値。
・市町村数に東京都23区は含まれていない。

通知に基づき広域化を推進
（第０期）

法に基づき広域化を推進
（第Ⅰ期）

期限を延長し
広域化を推進
（第Ⅱ期）

～ ～ 旧合併特例法
（昭和40年年制定）

旧合併特例法（平成11年改正後）
全国的な合併推進の展開

（平成17年度中は経過措置）

新合併特例法（平成22年改正後）
合併の円滑化

消防本部数：△120（△13%）、
市町村数：△1,415（△44%）

消防本部数：△41（△5%）
（合併：△5本部、広域化：△36本部）
市町村数 ：△101（△6%）

消防本部数：△42（△5%）
（広域化：△42本部）
市町村数 ：△1（△0%）

消防本部数：△100（11%）
市町村数 ：△1,409（44%）

定住自立圏構想

連携中枢都市圏構想
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過去最大

H3

消防広域化基本計画の
策定について通知

H6

市町村合併を踏まえ、
消防広域化基本計画の
見直しについて通知

H13

旧合併特例法の期限を
踏まえ、消防の広域化を
より一層推進するよう通知

H15

旧合併特例法の改正による
合併特例債の創設や
市となる要件の緩和

H11

・旧合併特例法の失効
・新合併特例法の施行

H17

市町村合併にめどがついたこと
を契機に、消防組織法を改正し、

広域化の推進を法制化

H18

H25

3,239

1,718

723

合併の推進

新合併特例法
（平成17年制定）

広域化基本指針
の一部改正
（第Ⅲ期）

消防本部数：△5（△1%）
（広域化：△5本部）

連携・協力の推進
H29

指針（告示）を改正し、
広域化推進期限を延長

1,718728

４



広域化第Ⅲ期の実績等

管轄人口10万人未満の小規模消防本部数は減少しているものの、同様に、管轄人口10万人以上の消防本部数も減少しているため、全消防本部数に占める割合
は、横ばいとなっている。
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第Ⅰ期 第Ⅱ期 第Ⅲ期

26地域68団体
（消防本部数：62、非常備数：6）

で広域化（▲36本部）

26地域81団体
（消防本部数：68、非常備数：13）

で広域化（▲42本部）

8地域17消防本部（△9本部）で広域化予定
（うち5地域10消防本部で広域化が実現済）
・連携・協力からの広域化⇒3地域6本部
・県の働きかけによる広域化⇒1地域2本部
・中心となる消防本部の働きかけによる広域化⇒1地域2本部

10万人以上
消防本部数
及び割合

10万人未満
消防本部数
及び割合

消防吏員数で見ると、100人以下の消防本部（小規模消防本部）、50人以下の消防本部（特定小規模消防本部）については、本部数及び全消防本部に占める割
合ともに減少している。
▶消防吏員100人以下の本部推移（棒グラフ：本部数 折線グラフ：全本部に占める割合）
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▶消防吏員50人以下の本部推移（棒グラフ：本部数 折線グラフ：全本部に占める割合）

119 113 114 113 112 110 99 92 86 80 79 74 73 68 68 69
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１

消防吏員100人以下、消防吏員50人以下の消防本部数の推移３

２

広域化が実現した消防本部数の推移

H18年度 H25年度 H30年度 R6年度

小規模消防本部の変遷の推移 ※令和4年4月1日現在 57地域において広域化が実現

消防の広域化は、第Ⅰ期及び第Ⅱ期での進捗に比べ、第Ⅲ期では進捗が鈍化している。

第Ⅲ期（▲４本部）第Ⅲ期（▲13本部）

※小規模消防本部のうち、指令の共同運用を実施
している消防本部数⇒９４／４３１本部

※特定小規模消防本部のうち、指令の共同運用を実施
している消防本部数⇒１６／６９本部 ５



連携・協力の実績等

42地域で共同運用 16地域で共同運用予定
（うち４地域で実現済）

１

２

指令の共同運用が実現した消防本部数の推移

H29年度
「連携・協力基本指針」策定

R6年度H28年度以前

指令の共同運用以外の連携・協力の実績について

○はしご自動車の共同整備

○火災原因調査の共同部隊等

※令和4年4月1日現在 46地域において連携・協力が実現

３ 連携・協力（指令の共同運用）から広域化が実現した事例等について

実績を把握している「はしご車の共同整備」及び「火災原因調査の共同部隊等」は、ともに指令の共同運用と比べ、実績は極端に少ない。

平成２８年度以前 平成２９年度以降
４地域（８本部） ５地域（１１本部）

平成２８年度以前 平成２９年度以降
１地域（３本部） ２地域（１７本部）

消防事務の性質に応じて事務の一部について柔軟に連携・協力を行う「消防の連携・協力」のうち、指令の共同運用は、平成２９年度
以降、広域化に比べ順調に進捗している。一方で直近指令(注1)やゼロ隊運用(注2)などの高度な運用は未実施の団体が多い。

連携・協力から広域化が実現した事例は数こそ少ないが、第Ⅲ期に広域化が実現した（平成31年4月1日～令和4年4月1日）７地域の半
数以上が連携・協力からのステップアップであった。

平成２９年度以前 平成３０年度以降
３地域（９本部） ４地域（９本部）
（△6本部） （△5本部）

※令和4年4月1日現在９地域1９消防本部で実施

※令和4年4月1日現在３地域２０消防本部で実施

※令和4年4月1日現在７地域１８消防本部で実現

直近指令
ゼ
ロ
隊
運
用

実施 未実施 合計
実施 ４ １３ １７
未実施 ４ ２５ ２９
合計 ８ ３８ ４６

(注１)直近指令：管轄区域に関係なく、現場に最先着でき
る隊に自動で出動指令を行う運用。

(注２)ゼロ隊運用：出動可能な隊が０になった場合、共同
運用している他の本部の隊に自動で出
動指令を行う運用。

６
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